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【開催日】 令和６年９月４日（水） 

【開催場所】 議場 

【開会・散会時間】 午後１時～午後１時３２分 

【出席委員】 

委員長 中 村 博 行 副委員長 伊 場   勇 

委員 大 井 淳一朗 委員 岡 山   明 

委員 奥   良 秀 委員 笹 木 慶 之 

委員 白 井 健一郎 委員 恒 松 恵 子 

委員 中 岡 英 二 委員 中 島 好 人 

委員 福 田 勝 政 委員 藤 岡 修 美 

委員 古 豊 和 惠 委員 前 田 浩 司 

委員 松 尾 数 則 委員 宮 本 政 志 

委員 森 山 喜 久 委員 矢 田 松 夫 

委員 山 田 伸 幸 委員 吉 永 美 子 

【欠席委員】 

なし 

【委員外出席議員等】 

議長 髙 松 秀 樹   

【執行部出席者】  

副市長 古 川 博 三 企画部長 和 西 禎 行 

財政課長 別 府 隆 行 財政課課長補佐 林   善 行 

財政課財政係長 江 本 洋 治   

【事務局出席者】 

局長 石 田   隆 局次長 中 村 潤之介 

参事 河 口 修 司 議事係長 岡 田 靖 仁 
 

【審査内容】 

１ 議案第５１号 令和５年度山陽小野田市一般会計歳入歳出決算認定につい

て 
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午後１時 開会 

 

中村博行委員長 はい、お疲れさまです。ただいまから一般会計予算決算常任

委員会を開会します。本日の審査日程については、お手元のタブレット

にありますとおりに進めてまいります。議案第５１号令和５年度山陽小

野田市一般会計歳入歳出決算認定についてですが、審査方法については、

昨年同様に、事業審査を中心に行います。既に皆さんに配付しておりま

すが、各分科会で選定されました審査対象事業の事務事業評価シートの

様式については、昨年度と同様で変更はありません。では、執行部に、

令和５年度決算の総括説明を求めます。 

 

別府財政課長 それでは、議案第５１号令和５年度山陽小野田市一般会計歳入

歳出決算認定について、財政課から総括的な説明をします。お手元の議

案歳入歳出決算書の５ページをお開きください。歳入歳出決算総括表と

して、歳入額については、前年度と比較して国庫支出金や繰越金などの

減があるものの、地方交付税や繰入金などの増により５億４，１４３万

５，２５０円増の３３２億３，３３３万３，１５９円となりました。歳

出額につきましては、前年度と比較して、価格高騰緊急支援給付金給付

事業費や３款民生費における新型コロナウイルス対策費、住民税非課税

世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費の皆減、高千帆小学校校舎建

設事業費、新型コロナウイルスワクチン接種事業費、子育て世帯応援給

付金給付事業費の減があるものの、防災情報伝達システム整備工事請負

費や物価高騰対策住民税非課税世帯支援給付金給付事業費の皆増のほか、

本庁舎改修事業費、山陽消防署埴生出張所整備事業費、地方債元金償還

金、公立大学への運営交付金の増などにより、８億２，２５６万

７，９８２円増の３２６億２，６０１万６３８円となり、歳入歳出差引

額は６億７３２万２，５２１円となりました。このうち令和６年度に繰

り越すべき財源１億６，３０７万６，７１７円を除いた４億４，４２４万

５，８０４円が実質収支となり、翌年度に繰越しをすることとなります。

それでは、続きまして、６、７ページをお開きください。歳入としまし
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て、１款市税から１０、１１ページの２３款自動車取得税交付金までの

予算現額、調定額、収入済額などについて記載しております。また、一

般会計予算決算常任委員会審査参考資料には、前年度との比較表を掲載

しておりますので、歳入歳出決算書と併せて御覧ください。それでは、

歳入の主な内容について説明します。１款市税については、個人市民税

における個人所得割や固定資産税における家屋の増がありましたが、法

人市民税における法人税割や固定資産税における償却資産などの減によ

り、市税全体では、前年度と比較して、以下１，０００円単位で３７５万

５，０００円減の１０３億１，８１０万９，０００円となりました。次

に、２款地方譲与税は、特別とん譲与税の減などにより、前年度比較で

６１８万５，０００円減の１億８，７８８万９，０００円となりました。

続いて、３款利子割交付金は、前年度と比較して５６万３，０００円減

の４８１万円、４款配当割交付金は、前年度と比較して５７８万

３，０００円増の４，４４１万５，０００円、５款株式等譲渡所得割交

付金は、前年度と比較して２，１０３万２，０００円増の４，９４９万

５，０００円、６款法人事業税交付金は、前年度比較で２，７３６万

３，０００円減の１億３，４６５万９，０００円、７款地方消費税交付

金は、前年度と比較して４９２万９，０００円増の１４億４，０４６万

８，０００円となりました。８款ゴルフ場利用税交付金は、前年度比較

で１７６万９，０００円増の７，２４８万６，０００円、９款環境性能

割交付金は、前年度比較で３５１万５，０００円増の２，１３３万

２，０００円となりました。続いて、１０款地方特例交付金は、８ページ、

９ページの新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金の

増などにより、前年度と比較して３６２万８，０００円増の６，９６３万

１，０００円となりました。続いて、１１款地方交付税のうち普通交付

税は、前年度比較で４億９，２３４万４，０００円増の７７億７，５２８万

４，０００円となりました。普通交付税は基準財政需要額と基準財政収

入額との差で算定されますが、令和５年度と令和４年度を比較すると、

基準財政収入額、基準財政需要額のいずれも前年度を上回りました。基

準財政収入額の増加の主な要因としては、税収のうち法人税割や地方消
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費税交付金の増が、また、基準財政需要額の増加の要因としては、その

他教育費、高齢者福祉費、公債費などの増のほか、臨時財政対策債振替

額の減などが挙げられます。このように、基準財政収入額、基準財政需

要額のいずれも前年度を上回ったものの、基準財政需要額の増が基準財

政収入額の増を上回ったため、普通交付税の交付額は前年度を上回るこ

ととなりました。また、特別交付税につきましては、前年度比較で

１，６１４万５，０００円増の７億１，２５８万１，０００円となりま

した。１２款交通安全対策特別交付金は、前年度と比較して９１万

２，０００円減の３９５万１，０００円となりました。１３款分担金及

び負担金は、高齢者福祉費負担金の減、保育所運営費負担金の増などに

より、前年度比較で７３７万３，０００円増の１億６，３０３万

８，０００円となりました。１４款使用料及び手数料は、サッカー交流

公園使用料及び急患診療所診察料の皆減、ケアセンターさんよう使用料

の減などにより、前年度と比較して２，３６８万９，０００円減の３億

９，５８６万円となりました。１５款国庫支出金は、物価高騰対応重点

支援地方創生臨時交付金、就学前教育保育施設整備交付金の皆増、子供

のための教育保育給付交付金などの増がある一方、子育て世帯等臨時特

別支援事業費補助金、公立学校施設整備費負担金、保育所等整備交付金

の皆減、新型コロナウイルスワクチン接種対策費、新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金の減などにより、前年度と比較して３億

６，３６７万１，０００円減の５３億４８２万８，０００円となりまし

た。１６款県支出金は、子ども・子育て支援整備交付金の皆減のほか、

石油貯蔵施設立地対策等補助金の減、介護施設等整備補助金及び介護施

設等開設準備経費補助金の皆増、自立支援給付費、子供のための教育保

育給付交付金、子育てのための施設等利用給付交付金の増などにより、

前年度比較で９，６４５万５，０００円増の１９億６，７７４万

８，０００円となりました。続いて１７款財産収入は、市有地売払収入

の減などにより、前年度比較で２，３４０万８，０００円減の１，６５０万

７，０００円となりました。１８款寄附金は、企業版ふるさと寄附金の

皆増がある一方、総務費寄附金の皆減や教育費寄附金などの減により、
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前年度と比べて５２７万１，０００円減の１億３，４８１万４，０００円

となりました。１９款繰入金は、公立大学法人運営基金繰入金の減、財

政調整基金繰入金、山陽消防署埴生出張所建設基金繰入金の皆増、減債

基金繰入金の増などにより、前年度比６億５，５６７万８，０００円増

の９億７，１４０万７，０００円となりました。２０款繰越金は、前年

度比較で４億１，７９８万９，０００円減の８億８，８４５万５，０００円

となりました。続いて、１０、１１ページをお開きください。２１款諸

収入は、３項３目における地域総合整備資金貸付金元金収入、天然ガス

利用設備導入支援事業費補助金の皆減、福祉医療助成費高額療養費の減、

し尿受入れ負担金の皆増、民生費雑入金の増などにより、前年度と比較

して４３０万５，０００円増の８億８，８１２万３，０００円となりま

した。２２款市債は、小学校整備事業債、商工センター除却事業債の皆

減、臨時財政対策債の減、防災設備整備事業債、消防施設整備事業債、

保育所施設整備事業債の増などにより、前年度と比較して９，９５８万

７，０００円増の１６億６，５７４万７，０００円となりました。最後

に、２３款自動車取得取得税交付金の１６９万６，０００円は、皆増と

なっております。次に、１２ページ、１３ページをお開きください。歳

出としまして、１款議会費から１４、１５ページの１３款予備費まで、

予算現額、支出済額、不用額などを記載しております。歳出の主な内容

について、目的別に説明します。１款議会費は、議員報酬の減、工事委

託料やシステム利用料の皆増などにより、前年度比較で１６０万円増の

２億２，５２３万２，０００円となりました。２款総務費について、１項

１目一般管理費の減は、退職手当の減などによるもの、１項９目企画費

の減は、ＬＡＢＶ関連事業の負担金の皆減などによるものです。続いて、

１項１４目防災費の増は、防災情報伝達システム整備工事に係る工事請

負費の皆増などによるもの、１項２３目地域交流センター費の増は、給

料や共済費の皆増、職員手当の増などによるもの、１項２９目スポーツ

施設費の増は、サッカー交流公園指定管理者委託料の改増などによるも

の、１項３１目本庁舎改修事業費の増は、本庁舎環境改善事業工事請負

費や備品購入費の増などによるもの、１項３３目きらら交流館改修事業
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費は、皆増です。７項１目大学費の増は、運営費交付金の増などによる

もので、このほか、減債基金積立金や退職手当基金積立金の減、財政調

整基金積立金の増などにより、２款全体としては、前年度比較で３億

６４０万７，０００円増の、６５億３，８８７万円となりました。なお、

参議院議員選挙費は廃目となっております。３款民生費については、令

和４年度、１項９目新型コロナウイルス対策費及び価格高騰緊急支援給

付金給付事業費が廃目、２項９目新型コロナウイルス対策費が皆減とな

ったほか、１項９目のぞみ園整備事業費、１項１０目物価高騰対策住民

税非課税世帯支援給付金給付事業費が改増となっております。２項１目

児童福祉総務費の増は、施設整備補助金の皆減や認定こども園施設整備

補助金の皆増などによるもの、２項１０目子育て世帯応援給付金給付事

業費は、事業の終了により減となっております。その他、子育て世帯へ

の臨時特別給付金給付事業費が廃目となったほか、児童手当や小野田児

童クラブ整備事業費の減、介護施設等整備補助金や介護施設等開設準備

経費補助金の皆増のほか、保育所運営費私立分や児童クラブにおける保

育業務委託料、自立支援給付費の増などがあり、３款全体では、前年度

比較で４億８，２３２万６，０００円増の１１７億５，０２５万円とな

りました。４款衛生費の１項７目新型コロナウイルス対策費の減は、新

型コロナウイルスワクチン接種事業費の減などによるもの、そのほか、

小野田地区一般廃棄物処理事業費における工事請負費の皆増、病院事業

負担金や浄化槽設置整備事業補助金の増、急患診療事業費の皆減などに

より、前年度と比べて４，１５７万８，０００円減の２６億１，９３６万

４，０００円となりました。５款労働費については、雇用能力開発支援

センター運営費における工事請負費の皆減などにより、前年度比較で

２７３万９，０００円減の３，５８５万２，０００円となりました。６款

農林水産業費については、新型コロナウイルス対策費が廃目となったほ

か、県営海岸保全施設整備事業における県事業負担金、埴生漁港整備工

事費の減、多面的機能支払制度補助金や西の浜排水機場整備工事費の増

などにより、８，３５１万７，０００円増の５億４，１３６万１，０００円

となりました。７款商工費のうち１項１目商工総務費の増は、交通施設
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バリアフリー化整備事業補助金の増などによるもの、１項２目商工振興

費の増は、用地取得奨励金の減や商品券発行事業費の皆増などによるも

の、１項５目新型コロナウイルス対策費の減は、商品券発行事業費の皆

減などによるもので、そのほか、地方バス路線維持費補助金の増、ブラ

ンド運営委託料の減などにより、７款全体では、前年度比較で１億

１，０６２万３，０００円減の８億９，６４９万６，０００円となりま

した。なお、商工センター運営費は廃目となっております。８款土木費

は、ハザードマップ作成委託料の皆減のほか、道路改良事業における調

査設計委託料や開設公園維持管理事業費における工事請負費の減、住宅

建設費の皆増、道路橋りょう維持費における工事請負費、都市計画変更

事業費における調査委託料、市営住宅維持管理費の増などにより、前年

度と比べて１億８，８１５万円増の２５億７，１３４万１，０００円と

なりました。なお、３項２目の砂防費は、皆増となっております。次に、

１４ページから１５ページの９款消防費のうち１項１目常備消防費の減

は、山陽消防署埴生出張所建設基金積立金の皆減などによるもの、１項

３目消防施設費の増は、山陽消防署埴生出張所整備事業工事請負費の増

などによるものです。これにより、９款全体では前年度比較で８，７５９万

２，０００円増の１３億３，５６２万９，０００円となりました。続い

て、１０款教育費のうち２項３目小学校費における学校建設費の減は、

高千帆小学校校舎建設事業費の減などによるもの、３項３目中学校費に

おける学校建設費の減は、中学校施設改良補修事業費の減などによるも

のです。また、新型コロナウイルス対策費、きらら交流館費は廃目とな

っております。その他、歴史民俗資料館運営費における工事請負費の皆

増、退職手当の減などにより、１０款全体では、前年度比較で５億８９６万

６，０００円減の１９億１，１３７万６，０００円となりました。１１款

災害復旧費は、学校施設災害復旧費が廃目となったほか、林業施設災害

復旧費及び民生施設災害復旧費の皆増、道路橋りょう河川災害復旧費及

び農業施設災害復旧費の増などにより、前年度比較で１億２，２７６万

７，０００円増の２億４，８０７万１，０００円となりました。１２款

公債費については、地方債利子の減、地方債元金の増などにより、前年
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度と比べて２億１，４１１万３，０００円増の３９億５，２１６万

７，０００円となりました。次に、性質別の歳出決算額について説明し

ます。事前にお配りしております一般会計予算決算常任委員会審査参考

資料の３ページもしくは令和５年度決算における主要な施策の成果その

他予算の執行等の実績報告書の５２ページを御覧ください。まず、人件

費は、会計年度任用職員報酬の増、会計年度任用職員給料や退職手当の

減などにより、前年度と比べて１億３，５８２万９，０００円減の４１億

９，８９７万８，０００円となりました。物件費は、サッカー交流公園

指定管理者委託料の改増、本庁舎環境改善事業費、一般廃棄物処理事業

費の増、商工センター解体事業負担金、急患診療委託料、きらら交流館

指定管理者委託料の皆減、予防接種委託料、新型コロナウイルスワクチ

ン接種事業におけるコールセンター業務委託料の減などにより、前年度

と比べて１億９，４４９万１，０００円減の４０億６，７０５万

６，０００円となりました。扶助費は、保育所運営費私立分や子ども医

療助成費、児童クラブ保育業務委託料の増、電力ガス食料品等価格高騰

緊急支援給付金や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の皆減、

児童手当や生活保護扶助費の減などにより、前年度と比べて２億

１，４６２万４，０００円減の６４億３，２１１万９，０００円となり

ました。補助費等は、ＬＡＢＶ関連事業における古洞対策負担金の皆減、

子育て世帯応援給付金、工場設置奨励事業における用地取得奨励金、商

品券発行事業負担金の減、物価高騰対策住民税非課税世帯支援給付金の

皆増、大学費における運営費交付金、病院事業負担金、交通施設バリア

フリー化整備事業補助金の増などにより、前年度と比較して５億６，５５２万

６，０００円増の６６億７，９１３万５，０００円となりました。公債

費は、地方債利子償還費の減、地方債元金償還金の増などにより、前年

度と比較して２億１，４１１万３，０００円増の３９億５，２１６万

７，０００円となりました。積立金は、財政調整基金積立金、公立大学

法人運営基金積立金の増、減債基金積立金、退職手当基金積立金、山陽

消防署埴生出張所建設基金積立金の減などにより、前年度と比べて２，

４２２万５，０００円減の１０億８３０万８，０００円となりました。
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投資及び出資貸付金は、公共下水道事業出資金の増などにより、前年度

と比較して２，９１７万３，０００円増の６億３，７３５万円となりま

した。繰出金は国民健康保険特別会計繰出金の減がありましたが、介護

保険特別会計繰出金、後期高齢者医療費、療養給付費負担金、後期高齢

者医療特別会計繰出金の増などにより、前年度と比べて５，０８０万

１，０００円増の２７億９，２８９万５，０００円となりました。投資

的経費のうち、普通建設事業は、私立保育所整備補助事業における施設

整備補助金、小野田児童クラブ整備事業、高千帆小学校普通教室整備事

業の皆減や大学費における施設整備補助金の減、認定こども園施設整備

補助金の皆増、山陽消防署埴生出張所整備事業費、防災情報伝達伝達シ

ステム事業整備工事費、浄化槽設置整備事業補助金の増などにより、前

年度と比べて４億２，０３０万６，０００円増の２４億２，７７４万

１，０００円となりました。また、災害復旧費は、学校施設災害復旧費

の皆減、林業施設災害復旧費、民生施設災害復旧費の皆増、道路橋りょ

う河川災害復旧費の増などにより、前年度比較で１億２，４０９万円増

の２億５，１４６万２，０００円となりました。次に、歳入歳出決算書

にお戻りください。一般会計歳入歳出決算に関する説明書につきまして

は、歳入は６２ページから、歳出は１３４ページから掲載しております。

また、３７０ページには実質収支に関する調書、３７２ページから３８４

ページには財産に関する調書を掲載しております。最後に、令和５年度

決算に係る主要財政指標でございますが、財政力指数は単年度では、前

年度から０．００８ポイント減の０．５３８、３か年平均では、前年度

から０．０１９ポイント減の０．５４４となっております。また、経常

収支比率につきましては、臨時財政対策債を経常一般財源とした指数で、

前年度から０．３ポイント減の９５．６％となっております。以上、一

般会計歳入歳出決算につきまして、総括的な説明をさせていただきまし

た。御審査のほどよろしくお願いします。 

 

中村博行委員長 執行部の説明が終わりました。質疑については、各分科会で

該当部分の審査の際に行いたいと思いますが、このたびの一般会計決算
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全体に通ずる総括的な質疑がありましたら、ここでお願いしたいと思い

ます。質疑はありますか。（「なし」と呼ぶ者あり）質疑なしと認めま

す。一般会計決算に係る議会の事業評価の方法は、昨年度と同様に分科

会としての事業評価を行うようお願いします。分科会で協議した結果を

記入した事業評価表を分科会長が事務局に提出してください。また、決

算の歳入の質疑については、今年度も審査番号ごとに、決算書の歳出の

質疑終了後、歳入についての質疑があれば行うものとします。事務局が

歳入歳出の担当課の分かる資料を配付していると思いますので、事前に

質問事項を整理し、円滑に委員会を運営できるよう御協力ください。な

お、市税、交付税等の一般財源については、所管となる総務文教分科会

で歳入の質疑を行いますので、よろしくお願いします。以上で、一般会

計予算決算常任委員会を散会します。お疲れさまでした。 

 

午後１時３２分 散会 

 

令和６年（2024 年）９月４日 

 

  一般会計予算決算常任委員長 中 村 博 行   


